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較僅位 leaev(R edComp eAdvivtaar getaan ,RCA)指数の変化を次のよう
に説明している工0)I｢(アイルランドの)顕示比較優位指数は,アイルラン
ドにおけるグローバル企業の投資がサービスに移行するにしたがい,顕著な










検証し･日本の ICT貿易のパターンについても同様のモデルによって説明 ビスの相手地域別貿易パターンについて確認する.最後に,主な ICT製品
できるのかどうかを検討するという分析方法を採る. と ICTサービスの RCA指数を計算して,日本を含めた主要 OECD加盟国
について概観する･また･主要 OECD加盟国の ICTサービスとICT製品
T貿易パターンが要素既存のデータによってどの程度説明できるのかを er
ICT以下ではまず,国際収支表に基づいて日本の 貿易の規模とパターン について比較検討する. 
RCA 2 2-1 ICT ICTの貿易に関する 指数を計算して,比較優位の現状を検討する (第 日本の 製品と サービスにおける
IC
節)･次に,へクシヤー-オリーン-ヴァネック (H k h
-Ⅴ)による多数財の分析枠組を用いて.ICTサービスの貿易パターン




を説明する (第 3節)･さらに･この H-0-Ⅴモデルを ICTサービスの貿易 図 2において,日本の ICT製品の対世界総輸出大規模を見ると,2X
0-
)午, 
に応用した実証分析を試みる (第4節).最後に,第 5節で結論を述べる.	 202年,2004年の各年において,貿易収支は黒字であることが分かる.こ
の間に輸出額はやや減少しているが,輸入額はわずかに上昇している.図 2
の相手国 ･地域別グラフを見てみると.アメリカおよび欧州連合 (EU)25 




'II]](l日本の情報通信技術 図3-a 日本の ICTサービス貿易 :コンピュータ･情報サービス,通信サービス
一董
r芝
07 ≡物｣｣帝世* 廿鮒安鯖略 解や 10284臥)号沖 -J筋麻敷革仁摩靡雫形.
召塵:- 醍 D* 
J E32000 E2002 I203 4】 出所 日本銀行 F国際収支表｣ (ウェブサイ トよりダウンロー ド)
u s Da
ド)
図3 -b 日本の地域別 ICTサービス貿易 :コンピュータ･情報サービス
カ国に対する貿易収支は黒字であるが,中国に対する貿易収支は赤字である
































68 現代軽骨経済研究 第 2巻第 2号 論説 :情報通信技術サービスおよび製品の国際貿易 69
図 3-C 日本の地域別 ICTサービス貿易 :通信サービス 図4･a 日本の ITES貿易 
(10億円)
,I-Z< 
JI北 ∵ #米肯出 北米輸入 アジア輸出 アジア韓入 EU韓出 
(北米､アジア､ヨー ロッパ連合) 
l E' 6 叫 Z( ｢199 J2 E2伽
出所 :日本銀行 r国際収支表｣(ウェブサイトよりダウンロード〕





(C 情報技術 I I Eald) (T)により取引が可能となったサービス (T-nbe
Sevcs TE)rie,I S















一 案重一 夏 I i
 
19舗 1997 1998 1999 2000 2001 2 3 2004 2005 2
I金融サ-ビス捨人Eaその他ビジネスサービス輪出E]その他ビジネスサービス韓入
出所 :日本銀行 F国際収支表｣(ウェブサイトよりダウンロード)
注 ニI Sは.I EaldSrvcs 情報技術 ITE TInbe e･ieの略語である.｢ (T)によって取引が可能となった
サービス｣を意味する.
-図4-b 日本の地域別 ITES貿易 :金融サービス 
北米輪出 北米韓入 7ジア輸出 アジア抽入 EU肯出 EU肯入
りと米､アジア､ヨー ロノバ連合) 
E]1996 ■2(氾1 ロ20%
出所 :日本銀行 r国際収支表｣ (ウェブサイトよりダウン13-ド)
荏 :地域は北米.アジア,およびヨIl EU)を表わす.また.t Sは.TTInbejッパ連合 ( TE Eald 
ri の略語である.｢ T)によって取引が可能となったサービス｣を意味する.Sevces 情報技術 (】 
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北米輪出 北米輸入 アジア輸出 アジア輸入 EU頼出 
(北米､アジア､ヨーロッパ連合) 
E]1996 12001 転2cc6
出所 .日本銀行 F国際収支表』 (ウェブサイトよりダウンロー ド)
荏 :地域は北米.アジア.およびヨーロッパ連合 E TE TEald(U)を表わす.また,I Sは,I-nbe

















表 1 RCA指数 :lCT製品
出所 :軽済協力開発機構 OED2cca SaLn( C . 6):tEzkよりダウンロード 
(ht:ddlr/0771251044)p//xoOg118/8705 7. 
現代経営軽済研究 第2巻第 2号	 論説 情報通信技術サービスおよび製品の国際貿易 
バラツサの公式を用いると,例えば ICTサービスの貿易に関しては,あ	 表2-1 RCA指数 : CD加盟国の ITサービスおよび関連サービス主要 OE C
73
5N]2Cる国の対世界総輸出額に占める対世界 ICTサービス輸出額のシェアを. 2 氾1 2 3 
2( 0624 0670 0650 0.
CO2((伽 
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(垢07
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262:COMPUTERANDINFORMATIONSERVICES 1.751 1.623 1LBO7 llー981 2.311 Z.U91 
266:ROYALT]ESANDLICENSEFEES l.464 1,509 1.474 1.448 i.504 1.501 
268,OTHERBUS]NESSSERVICES I.913 1.948 2.∝垢 2.020 2.041 1.872 
287.PERSOhTAL.Cut,TURALANDRECtモEAT10hTALSERVⅠC 1.225 I.308 1.478 1,764 1.950 l.847 
291:GOVERNMENTSERVICES,N.l▲E. 0.753 0.908 0.896 i.061 1.085 1.021 
0.890 0.886 0.869 0.849 0.822 0.型し
アイルランド 2〔仙〕 2001 2002 Z03 2〔巾4 些 竪 
2〔巾:TOTALSERVICES 0.889 1.111 1.149 1.446 1.550 1.602 
245coMMUNⅠCAT10NSERVlCES 0.847 2.105 1.886 1.107 0.50 0.667 
25606 NSURANCESERVICES 3.034 5.613 4.574 8.852 9.980 10.651 
FINANCIALSERVICES I.608 1.389 1.679 1,919 2.135 2.069 
coMPUTERANDⅠNFORMATtONSERVICES 9.929 12.684 ll.939 12.354 13.302 13.414 
ROYALTIESANDLICENSEFEES 0409 0175 01 0108 0154 _243 
268:oTHERBUSINESSSERVⅠCES 0.759 0.886 0.937 1.201 i.3BO 1.81t】 
287:PERSONAL.CULTURALAhTI)RECREATlOy]ALSERVIC 0.450 0.737 0.719 0▲816 0.733 0.674 
29ltX)GOVERNMENTSERVICES.N.I.E.ODS 0.2811030 0.312970 0.314958 0.331872 0.528,843 0.535828
フ ンス 20α) 2〔巾l 2002 2003 2CKM 2005 






268.0TnERBUSINESSSERVICES 1.045 0.908 0.896 
287.PERSONAL,CULTURALANDRECREATlDhTAl′SERVIC 1.081 1.165 i_174 
291:GOVERNMENTSERVICES.N.Ⅰ.E. 0.266 0.228 0.326 0.268 0.260 0.310 
0.GOODS 0.996 1.001 1_001 1.010 1.021 1.016
ドイツ 2000 201 202 2003 2004 2〔巾5 
200:TOTALSERVICES 0.朗7 0.627 0.657 0.638 0.616 0.621 
245 COMMUNICATIONSERVICES 0_531 0.563 0.610 0.634 0.66 0.644】NSURA CESERVⅠC S 25 72 Ⅰ481 380 
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と,とりわけ情報通信技術に関しては,製品貿易とサービス貿易との国際競 出所 :経済協力開発機構 (OECD).TTad " sdu e (ウエ1サイトよりダウンロード)
荏 ,筆者による計乱 表中のコード番号は Un S(2002)の EBOP (Ex ndedB ceofP
争力の間には相互に何らかの関係が存在しているように見ることができる. rvse esic Class

































3-1 ICTサービスとICT製品を対象にした 2国･3財 ･3要素
モデル :H-0-Ⅴアプローチ














E-sS e･ em･Mae･ +aqQ+G
L- L･+aq0 L M . ()asS J･ +am･ 2
K-aks･S+a如･0+a加･M 
ここで,a"は,生産物jの 1単位当たりの生産に必要な投入要素iの量を示
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し,大文字の SとQはそれぞれ ICTサービスと ICT製品の生産量 ,Mは製造
業製品の生産量を示している.この国の総生産要素既存量は,熟練労働力に 3-2 要素集約度に関する条件
ついては E.(非熟練)労働力については L (物的)資本については Kと示 要素既存比率に基づく貿易モデルが ICTサービス貿易を説明できるとす
す. れば,日本の ICT製品及びその他製造業製品の貿易黒字と ICTサービスの





























次に.要素集約度行列A,またはその逆行列 β(- llA )の満たすべき条件に
この (3)式は ,2財2要素からなる通常の H-0理論から導かれる貿易基
ついて考える.要素集約度行列 Aを
本方程式と同じであり,左辺の純輸出の符号が正になるか負になるかは,右



























旦竺 >旦 >旦竺竺 
a/m aLs aEq
型 >旦旦 >旦竺 (4)aks akq akm
一望里 >旦 竺 >一些 竺-














とになる･図 5に措かれているように ,2部門を ICTサービスと ICT製品
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図5 リブチンスキ 効ー果
情報通信技術 (ICT)製品 
























面での業務を包摂している (Manwt re r. 6.こうした業務n ihKikgaad 200)
は,サービス産業の中でも中心的な役割を果たしていることが多い.事実,














るのか という問題に焦点を当てる (Leaner,1984& 1997).データが 
OECDの主要 13カ国に限定されるためサンプル数は少ないが,要素厳存条
件の近い国同士であることから要素価格均等化定理 (atr rcEulz-FcoPie qaia
tionTbeorem)が成立すると考えることができる.推計式の特定化には.
貿易理論の実証分析で一般的なモデルを用いる.まず前節の貿易基本方程式 
(3を･B--]D-Vsw] 甘 )のように表わす･) lA1と l(- V)を用いて次式
論説 :情報通信技術サービスおよび製品のEil際貿易 83



























84 現代経営経済研究 第 2巻第 2号






4 4 4 04 
T, βw+∑β( MJW,+∑ DU s.+ ∑
2
ByE R, ,-∑ ,i11[DU P ) -即( Muw)L16,YA +EI=1 - 11 =9
(6)
ここで,T,は)サービス (または製品)の純輸乱 各βは推定パラメーター




















その他のものを含む.また,(C)非 ICTサービスは,全サービス (EBOP 
No.20)から (a)の ICTサービスを除いたものと定義する.さらに,(d)





ト上 の デ ー タベ ー ス (EUKLEMSデー タベ ース,2007年 3月, 
http/ eukems.e)からダウンロー ドした,このデータベースは.ノ www. l nt
ICT資本を含む各国の生産要素に関する整合的な統計データが得られるこ
とが利点である.本分析では次の 4種類の生産要素を用いることにした.す






























































































資料･所: EEKLEMSDLbeMac 7htt･wwweke ,e.(周際連合 ( -出 tll l aa s. th200, p// ulmsnt 2 UN)貿易デ タa 
3 I )I l L 7 i E S sベー ス,(周際通貨基金(MF.HlemotDnOF110nCaESCtltic

注 :括弧 (" .値を す ｢｣｢｣およ ●' , て承
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0) 77 (5.. l0994
2∝性年ダミー  5 l ,) 82旭0●5 030.) 0446 -( ..(2!.51).3`■ -27(1.62 1(.2l58- -0220
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08■ ( 7 0
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表4 比較優位の決定日一通信サービス,コンピュータ･情報サービスとI S-TE
被説明変数 -各サービス .製品の純輸出 
ICTサービス ⅠTES ⅠTES
通信サービス (245) コンピューター .情報サービス (262) 金融サービス (260)その他ビジネスサービス (268)
係数＼モデル モデル 5 モテリレ6 モデル 7 モデル 8
熟練労働力 (E)非熟練労働力 (L) 0.001 0.〔氾3 0.007 0.013
(6.82)的 (ll.35)… (8.01)-～ (7.56 )-～
一刀  00 1 -  
ITf* (Kz'L) (-5.47)'～ (1.53)■ (2.51)'～ (-2.恥 )'～一札004 一刀027 一刀.075 -0.023 
#ITf* (K)E*日本ダミー (-1.02) (-5.57 )●'■ (-4.63)'' (-0.88)
一刀.004 一刀.033 -0.145 -0.163 
(-3.71)… (-8.37)… (-14.86 )-～ 卜18.09)-'●
一刀 01 一刀.〔氾3 -0.001 021
エ♯日本ダミー (-1.59)`  (-2.ll)～ (-0.49) (-3.88)叫10001 一刀.〔氾1 003 0.0  
KiE*El本ダミー (2.80)"I (-2.53)… (-3.糾 )叫 (0.62).〔鵬 1.〔氾芝 0.015 - 310 
K*El本ダミー (0.65) ト札 lO) (0.40) (-3.97)的002 0.025 142 0.112 
E+7メリカダミー (2.03)'`  (5.70)' # (14.03)'～ (ll.24)'●-.005 一刀.〔氾1 一刀.008 一刀.012 
L+アメリカダミー (-6.59)… (-2.59)●`  (-6.15)'' (-5.62)…0.〔XX)3 -0.〔氾I -0.α)2 00004 
(1.98)～ (-4.41)… 卜4.67)… (1.41) 
0.076 -0.020 0.278 0.180 
K+7メlJカダミー (4.06 )～ ト1.72)●' (7.77)叫 (3.91)的.010 0.ひIB 0.2∝l 0.153 
1997年ダミー (0.87) (6.86)r'  (ll.13)叫 (7.18)…-6.1 -78.66 -1∝).85 661,46 
1998年ダミー  (-0.06) (-0.57) (-1.75)■' (0.56)41.27 138.98 60.31 878.12 
1999年ダミー (0.41) (0.87) (-I.24) (0.66)85.49 -114.6 -1046.92 53.33 
20α)年ダミー  (0.71) (-0.62) (-2.28)'  (0.04)140.77 -286.83 -1037.24 -6.70 
2001年ダミ- (1.10) ト1.53)' 卜1.82)'  (-0.01)35.92 -7.21 -751.22 463.61 
2002年ダミー (0.36) (-0.37) (-1.42)' (0.33)63.25 55.22 9舗.88 440.19 
203年ダミー (0.47) (0.37) 卜2.13)'`  (0.44)28.27 420.12 -58.43 997.7g 
2004年ダミ- (I.66)' (2.57)●'  (-0.49) (I.14)262.98 67.37 179.29 1534.ll
決定係数 (I.64)' (2.67)●'  (0.27) (1.91〕…0.852 0.889 941 0.867 
r 21.31 184.27 116.60 859.28
サンプルサイズ 106 1(光 101 108





















































































3)経済協力開発棟構 (Ognzto oEoo c 叩 prto n eeo一raiainfr cnmiC eainadDvlp
ment). 
4) MannwithKre r 2 )ikgaad(06. 
5) 世界全体でみたサービス貿易の金額は･2005年で約 2500億米ドルである･
これは世界全体の名目GDPに占めるシェアが 5･5%で･1980年の3･7%から
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増加していることを示す.(経済産業省,207) 製品は相対価格も高いので,外国から輸入することになる.このように.比較
6) r国民経済計算年報Jのデータを用いて計算すると.民間の全産業に占める 優位を決める要因は,理論的にはアウタルキー (自給自足経済)における相対
日本のサービス部門 (建設業を除 く)の名目 GDPシェアは,1996年の )2価格である.貿易理論における比較優位の基礎的な説明は,伊藤元重 (05





































リテラシーをさらに高める必要があることは確かであろう.また.稔務省は フェッショナル,技術サービス).EBOPについては注 12を参照のこと･ 
CT国家として国際競争力を維持していく上でも,特に ICT分野に関する高I iontatein) EOPは,U dN s (
度な知識や技能を持つ人材を増やしていくことが重要であるとし 現在日本で サービス分類 
B21 202)で定義される.｢拡張された国際収支
ancelaE dtxene( dB 丘iS iervces
tns
Pay
fo me Class )iontca ｣を表
は,その様な人材が約 35万人不足しているという推計もあることを報告して わす. 
) 顕示比較優位31いる (鑑務省編,2007). tvanageitaravoR leveae( dCmp eAd )指数という概念は. 
9791la69BlBlea aassaにより.1 0年代に紹介された.B assa ( )は,この概念
を用いた研究の代表例である.注 10で述べたように,比較優位のパターンを

























り,19世紀の前半にリカードによって提唱された.技術条件や生産要素既存 ることを指摘している (第2章の第 3節). 
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